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令和４年第４回北海道議会定例会提案補正予算について

（単位 千円）

１ 今回提案する歳入歳出補正予算は、次のとおりである。

一 般 会 計 １１，８５５，９５７

特 定 財 源 ６，７３５，０１９

一 般 財 源 ５，１２０，９３８

（ 参 考 ）

（一 般 会 計） （特 別 会 計） （ 計 ）

前回までの計上額 3,320,562,304 1,045,550,984 4,366,113,288

今 回 計 上 額 11,855,957 0 11,855,957

合 計 3,332,418,261 1,045,550,984 4,377,969,245

２ 一般会計における財源は、次のとおりである。

特 定 財 源

国 庫 支 出 金 ４，０９６，６５７

財 産 収 入 １５，５９６

諸 収 入 ３，７６６

道 債 ２，６１９，０００

一 般 財 源

繰 越 金 ５，１２０，９３８
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一 般 会 計 款 別 計 上 額

（単位 千円）

歳 入 歳 出

国 庫 支 出 金 ４，０９６，６５７ 議 会 費 ９，７１７

財 産 収 入 １５，５９６ 総 務 費 ３３０，３３０

諸 収 入 ３，７６６ 総 合 政 策 費 １８１，９５１

道 債 ２，６１９，０００ 環 境 生 活 費 ５６，２１８

繰 越 金 ５，１２０，９３８ 保 健 福 祉 費 １３９，６０４

経 済 費 ２７，９８９

農 政 費 １，０４８，８３７

水 産 林 務 費 ２４７，５８７

建 設 費 ２，４８０，９４８

警 察 費 １，０５２，８４２

教 育 費 ２，２０６，３７８

災 害 復 旧 費 ３，８４８，５０９

諸 支 出 金 ２２５，０４７

計 １１，８５５，９５７ 計 １１，８５５，９５７
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令和４年第４回北海道議会定例会提案補正予算の主なもの

〇 一般施策 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

Ｇ７気候・エネルギー・環境大臣 37,172 Ｇ７気候・エネルギー・環境大臣会合における開催

会合推進費 支援や地域ＰＲ等の実行委員会事業に要する経費の一

【新規】 部を負担

区 分 内 容

事業主体
Ｇ７気候・エネルギー・環境大臣会合

実行委員会（12月上旬設立）

会合期間 Ｒ５年４月15～16日

会合場所 札幌プリンスホテル

事業内容
・歓迎レセプション

・プレスツアーの実施 等

負担割合 道：市：民間＝概ね１：１：１

ゼロカーボン北海道普及促進事業 40,000 Ｇ７気候・エネルギー・環境大臣会合の開催を好機

費 と捉え、「ゼロカーボン北海道」の普及啓発を実施

【新規】

区 分 内 容

若
ＳＮＳ動画

ゼロカーボン北海道の意義などを紹介する動画の

者 作成・配信

向 高 校 生 ・探求学習の成果を発表するフォーラムの開催

け フォーラム ・リーフレットの作成、道内高校への配布

道
新 聞 広 告 ゼロカーボン北海道に関する特集記事を掲載

民

向 地 域 Ｐ Ｒ ・大型商業施設等において周知ブースの設置

け イベント等 ・リーフレットや啓発物品の作成 等

道南いさりび鉄道経営安定化事業 120,100 道南いさりび鉄道（株）の経営安定化を図るため、

費補助金 道及び沿線市町において運行赤字分を補助

現計予算額

61,700 区 分 内 容

補助対象
・Ｒ３下期における運行赤字額（精算）

・Ｒ４上期における運行赤字額

補 助 率 ８/10以内（道：沿線市町＝80：20）
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（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

高病原性鳥インフルエンザ防疫対 981,395 厚真町や伊達市で発生した高病原性鳥インフルエン

策事業費 ザの防疫措置等に要する経費

現計予算額

1,331,419 区 分 内 容 所要額

防疫措置 家きんの殺処分、埋却等 545,916

移動制限 周辺農場の家きんの移動制限に
227,978

補 償 よる飼料費増加に対する補償

防疫体制
今回消費した防疫資材等備蓄品

整 備
の補充（門別競馬場・農大・ 207,501

旧滝川畜産試験場）

計 981,395

○ 災害復旧費等 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

災害復旧事業費等 3,959,503 １ 災害復旧事業費 3,921,759

農地・農業用施設や土木施設等の災害復旧

繰越明許費 （１）補助災害復旧事業費

1,408,718 区 分 災害箇所 所要額

耕 地 災 害 復 旧
遠別町ほか７市町村

474,460
（15箇所）

治山施設災害復旧 奥尻町（１箇所） 32,544

林 道 災 害 復 旧
函館市ほか10町

214,207
（16箇所）

土 木 災 害 復 旧
奥尻町ほか15市町村

3,057,048
（51箇所）

計 3,778,259

（２）単独災害復旧事業費

区 分 災害箇所 所要額

土 木 災 害 復 旧
今金町ほか40市町村

143,500
（143箇所）

２ 災害調査費 37,744

土木災害復旧事業の災害査定等に係る現地調査
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○ 投資的事業 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

特別対策事業費 1,751,000 公共事業の端境期における効率的な執行を確保するた

め、道の単独事業を前倒しで実施（ゼロ道債）するとと

債務負担行為限度額 もに、維持的経費の増加に対応

3,249,000 （単位 百万円）

対策総額
区 分 総 額

5,000,000 ４年度 ５年度

ゼ ロ 道 債 6,000 2,132 3,868

特別対策事業費 5,000 1,751 3,249

道 路 3,175 1,114 2,061

河 川 ・ 治 山 1,465 511 954

自 然 災 害 360 126 234

公共関連単独事業費 881,000 公共関連単独事業費 1,000 381 619

交 通安全施設 861 328 533

債務負担行為限度額 治 山 ・ 漁 港 139 53 86

619,000 維持的 公共関連単独事業費 500 500 －

対策総額
経 費

道 路 367 367 －

1,500,000 河 川 133 133 －

総 額 6,500 2,632 3,868

特別対策事業費 5,000 1,751 3,249

公共関連単独事業費 1,500 881 619
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【給与改定経費】

人事委員会勧告影響額 3,688,410

給与改定の主な内容

１ 給与の改定率

0.23％

２ 給 料 月 額

民間給与との較差が大きい初任層から30歳台の中堅層職員まで改善が及ぶよう改定

（人事院勧告に準じて初任給を3,000円～4,000円引上げ）

３ 期末・勤勉手当

一般職 0.10月引上げ（引上げは勤勉手当に配分） 年間 4.30月 → 4.40月

特別職 0.05月引上げ（期末手当） 年間 3.25月 → 3.30月

４ 実 施 時 期

令和4年4月1日


